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１.企画提案を求める業務の概要 

１.１ 提案を求める理由 

民間の採用意欲の高まりや少子化が進む中、山梨県職員採用試験の受験者数は年々減少して

いる。近年は、採用予定人員を確保できず、欠員が生じる職種が出てきており、業務遂行に影

響を及ぼしている。優秀な職員の確保に向け、募集活動に力を入れていく必要がある。 

山梨県職員採用サイトは、採用試験情報、職員の業務内容、イベント・ガイダンス情報など

の発信を行うとともに、就職先として山梨県に興味をもってもらうきっかけとなる重要な役割

を有している。コロナ禍以降、就活生の情報収集はインターネットが定着しており、山梨県職

員採用サイトの重要性はますます大きくなっている。 

しかし、前回改修が平成２５年度であり、スマートフォンでの操作性が低い他、写真や動画

コンテンツが少なく、閲覧者が山梨県で働くイメージを掴みにくい。また、サイトにアクセス

した人を受験につなげるためには、業務内容等だけでなく、仕事のやりがい、楽しさ、達成感

などを併せて伝える工夫が必要。本県で活躍する職員に焦点を当て、職種紹介ページや職員イ

ンタビューページを充実させるなど、好感度の高いサイトへの改修が不可欠となっている。 

 

１.２ 名称 

山梨県職員採用サイト改修業務 

 

１.３ 委託内容 

実施要領別紙１「山梨県職員採用サイト改修業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）

による。 

 

１.４ 予算上限額 

本業務に係る経費としての想定額４，９７３，３７５円（消費税及び地方消費税相当額を含

む。）。 

ただし、この金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、企画内容の規模を示すための

ものであることに留意すること。 

 

２. 企画提案の参加資格 

企画提案への参加を希望する者は、参加資格を有することを証明するため、企画提案参加資

格確認申請書（別紙様式第１号。以下「申請書」という。）を提出し、提案参加資格の確認を

受けなければならない。 

 

（１）企画提案参加資格要件 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者で

ないこと。 

イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し立て、又は民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申し立てがなされて

いる者（更生手続開始又は再生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第
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６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと又は法人にあって

はその役員が暴力団員でないこと。 

エ 法人税、法人事業税、消費税、全ての都道府県税を滞納していない者であること。 

オ この公告の日から契約締結日までの間に山梨県から「山梨県物品購入等契約に係る指

名停止等措置要領（平成１０年４月１日）」に基づく指名停止を受けている日が含ま

れている者でないこと。 

カ 過去に国及び地方自治体（公団等含む）と、種類及び規模をほぼ同じくする契約を２

回以上にわたって締結し、これを確実に履行した実績がある者（再委託先として構築

した者も含む） 

 

３. 実施要領等 

  参加を希望する者には次のとおり交付する。 

（１）実施要領等の交付方法 

この公告の日から令和５年６月１４日（水）までの、山梨県の休日を定める条例（平成

元年山梨県条例第６号）第１条第１項に定める県の休日（以下、「県の休日」という。）

を除く毎日、午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで、３の（２）に掲げる

場所において直接交付する。 

（２）契約担当窓口 

 郵便番号 ４００－８５０１ 山梨県甲府市丸の内１－６－１ 山梨県庁別館３階 

 山梨県人事委員会事務局 

 電話番号 ０５５－２２３－１８２１ FAX ０５５－２２３－１８１９ 

 E-mail jinji-iin@pref.yamanashi.lg.jp 

 

４. 企画提案参加資格の申請書の提出 

（１）企画提案への参加を希望する者は、参加資格を有することを証明するため、申請書を提

出し、企画提案参加資格の確認を受けなければならない。 

（２）申請書には次の書類を添付して提出すること。 

ア 会社概要等整理表（別紙様式第２号） 

既に作成されている会社概要等紹介のパンフレット等がある場合は、それを添付す

ること。 

イ 受託実績整理表（別紙様式第３号） 

代表的なもの２例について記載すること。 

ウ 受託実績がわかるもの 

 契約件名、双方の契約者名、契約金額、契約の日付が分かる箇所等、受託実績がわ

かる資料（契約書等）を複写したもの。（ただし、契約相手方に不利益となる箇所等

がある場合は、その箇所を隠伏して構わない） 

エ 専任技術者証明書（別紙様式第４号） 

オ 誓約書（別紙様式第５号） 

カ 役員名簿（様式任意） 

キ 直近３カ年の法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税に関す
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る納税証明書（個人の県民税及び地方消費税を除く） 

 

（３）提出期限 

 公告の日から令和５年６月１６日（金）正午まで。 

 なお、県の休日を除く毎日、午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで。 

 

（４）提出場所 

山梨県甲府市丸の内１－６－１ 山梨県庁別館３階 

山梨県人事委員会事務局 

電話番号 ０５５－２２３－１８２１ FAX ０５５－２２３－１８１９ 

 

（５）提出方法 

申請書の提出は、持参又は郵送によるものとする。なお、郵送の場合は期限までに必着

とすること。 

 

５. 企画提案参加資格審査結果の通知 

（１）通知方法 

 企画提案参加資格確認の結果通知は書面にて郵送により通知する。 

 

（２）説明請求 

企画提案参加資格がない旨の通知を受理した者は、その理由について説明を求めること

ができる。 

説明を求める場合は、令和５年６月２３日（金）正午までに山梨県人事委員会事務局長

宛の書面（様式任意）を４（４）に示す提出場所に持参するものとする。 

理由は書面により回答する。 

 

６. スケジュール 

６.１ 企画提案説明会 

    実施しない。 

 

６.２ 質問の受付 

（１）質問方法及び質問送付先 

本実施要領及び仕様書に対し質問がある場合には、質問票（別紙様式第６号）に記載の

上、電子メールにて次の宛先に送付すること。電子メールで送信した後、送信したことを

電話連絡すること。なお、電話による質問は受け付けない。 

 

宛先  ：山梨県人事委員会事務局 

E-Mail ： jinji-iin@pref.yamanashi.lg.jp 

件 名  ：「山梨県職員採用サイト改修業務に関する質問」 

電話番号 ：０５５－２２３－１８２１ 
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（２）受付期間 

公告の日から令和５年６月１９日（月）正午まで 

 

（３）質問に対する回答 

 質問に対する回答は実施要領等の交付者全員に対し、随時行うものとし、令和５年６月

２０日（火）午後５時までに全ての質問に対し回答を行う。 

 

６.３ 企画提案書の提出 

（１）企画提案書は、仕様書に基づき、実施要領別紙２「山梨県職員採用サイト改修業務企画

提案書等作成要領」に沿って、実施要領別記１「山梨県職員採用サイト改修業務 評価基

準」の各項目に沿って記載し、次により書面で作成すること。 

ア 企画提案書の先頭（表紙の前）に企画提案書提出票（別紙様式第７号）を付し、Ａ４

版横置き、横書き、上綴じ（長辺綴じ）とし、３０ページ以内（様式任意とし、別紙様

式第７号、表紙及び目次はページ数に含めない。）とすること。 

イ 実施要領別紙２「山梨県職員採用サイト改修業務企画提案書等作成要領」において様

式が指定されているものについては、当該様式に記載すること。なお、様式を指定する

ものについては、アのページに含めないものとする。 

ウ 文章を補完するための図表を適宜用いるほか、技術的専門用語を用いる場合には解説

を加える等、企画提案書を審査する者が正しく理解できるよう（誤認識・誤解しないよ

う）配慮すること。 

エ 提出された企画提案書は、審査で使用するために複写することがあることから、複写

した場合でも文字、図形、模様等が判読できないことがないように、また判読しやすい

よう文字の大きさにも留意して作成すること。 

オ 言語は日本語、通貨は円、単位は日本標準時及び計量法に従うこと。 

（２）企画提案書は次の部数を作成し、持参又は郵送により提出すること。 

ア 正本を１部、副本を１０部作成すること。なお、（１）アに記す別紙様式第７号及び

見積書については、正本のみに付すこと。また副本については、表紙、提案記述部分、

様式のヘッダー及びフッターに提案者名が入らないよう、提案者名を「弊社」等の表現

に置き換えること。 

イ 正本１部及び副本のうち５部はフラットファイル（Ａ４縦版）に綴ること。正本につ

いてのみ、提出者名と正本が区別できるよう、表紙面及び背面にラベルを貼付すること。 

ウ 副本のうち、イでフラットファイル綴りを指定された以外の５部は、書類が分散しな

いよう、各部ごとに２穴組紐綴じとすること。 

（３）企画提案書は、公告の日から令和５年６月２７日（火）までの期間の県の休日を除く毎

日、午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までの間に、４（４）の場所に持参

又は郵送で提出すること。郵送で提出する場合には、必ず事前に電話連絡すること。持参

又は郵送いずれの場合も、期限を過ぎて提出された書類は受け付けない。 

 

７. 審査及び委託業者の決定に関する事項 
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７.１ 委託業者の選定方式 

     委託業者については、一般公募により幅広く企画提案を募る公募型プロポーザル方式に

より選定する。 

 

７.２ 審査会 

審査は、企画提案書･企画提案参加資格確認申請書（添付書類含む）の内容及び２（１）

カの実績として提案者が示したサイトの機能を基に、「山梨県職員採用サイト改修業務に

関する企画提案審査会」において行う。 

 

７.３ 審査基準 

    審査の基準は、実施要領別記１「山梨県職員採用サイト改修業務 評価基準」による。 

 

７.４ 審査及び採用者の決定に関する事項 

（１）審査手順 

    審査は、以下の手順により行うこととする。 

ア 提案審査 

審査会は、企画提案書･企画提案参加資格確認申請書（添付書類含む）の内容及び２（１）

カの実績として提案者が示したサイトの機能を基に審査する。 

（必要に応じて、企画提案者に質問を行う） 

イ 優先交渉権者の選定 

審査会は、審査項目ごとの評価を行い最高得点の企画提案をした業者を選定する。 

 

（２）審査結果の通知 

 審査結果は、全ての申請者に対して７月中旬頃に通知する。 

 

８. 委託契約 

県は、審査会の選定結果をもとに決定した優先交渉権者を委託契約候補者として詳細につい

て協議の上、見積書徴収後、予定価格の範囲内である場合、随意契約により委託契約を締結す

る。 

優先交渉者との協議が整わず契約締結が見込めないとき又は優先交渉者が契約締結までの間

に２（１）の企画提案参加資格を満たさなくなったときは、次点の提案者と契約締結に向けた

協議を行う。 

なお、契約保証金として契約金額の１００分の１０以上の金額を、契約日に県に納付しなけ

ればならない。ただし、山梨県財務規則（昭和３９年山梨県規則第１１号）第１０９条の２の

規定に該当する場合は免除する。 

 

９. 企画提案の無効 

次のいずれかに該当する者の企画提案は無効とする。 

（１）企画提案に参加する資格のない者 

（２）申請書、企画提案書、その他本企画提案に関連して提出された書類に虚偽の記載をした
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者 

（３）２件以上の企画提案をした者 

 

１０. その他 

（１）企画提案参加資格の喪失 

業者選定日から委託契約の締結までに、実施要領において提示された提案参加資格の一

部又は全部を喪失した場合には、県は、委託契約を締結しないことができる。 

 

（２）企画提案書の提出辞退 

参加資格申請書提出後に企画提案書の提出を辞退する場合は、「企画提案辞退届」（別

紙様式第８号）によるものとし、企画提案書の提出期限までに４（４）の場所に提出する

こと。なお、企画提案の辞退は自由であり、今後、当該辞退による不利益な取り扱いはし

ない。 

 

（３）企画提案のための費用負担 

企画提案のための費用は、企画提案者の負担とする。 

 

（４）企画提案書類の返却 

提出された企画提案書類は返却しない。 

 

（５）秘密の厳守 

本企画提案により知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。 

 また、企画提案実施要領、仕様書等、県が配布する資料については、複写及び第三者へ

の開示・提供など本提案以外の目的で使用してはならない。 

 

（６）担当者の変更 

企画提案書に記載した予定担当者を、受託後の業務遂行中に変更する場合には、事前に

県に届け出るものとする。ただし、その場合には、従前の担当者と同等以上の技術を有す

ることを示す証を添付すること。 

 


